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要　旨
　本稿では、主要な企業結合会計基準上において、すでに姿が消えた持分プーリング法（1）
がなぜ中国企業結合会計基準である CAS 第 20 号（以下、CAS20）で採用されているのか
を明確にする。そして、CAS20 の適用の現状について考察を行い、CAS20 にはいかなる問
題点があるかを検討する。そこでは、持分プーリング法の廃止の経緯を考察し、現行諸基準
の相違点を明確にする。そのうえで、CAS20に焦点をあてて、基準をめぐる先行研究のサー
ベイを行い、企業結合の会計処理に対して、いかなる見解がながされているのかを明確にす
る。そして、中国企業の実態を踏まえ、とりわけ国有企業の所有、管理構造から、中国では
共通支配下の企業結合に該当する企業結合が多く存在しており、このような種類の企業結合
を会計基準で取扱うことが必要であり、CAS20 では、持分プーリング法が認められている
ことが合理的であることを示す。さらに、CAS20 の適用現状を考察し、規定の曖昧さから、
実務上いかなる問題点が生じるかを指摘する。
1.　はじめに
　企業結合の会計処理には、主として持分プーリング法とパーチェス法（2）との 2 種類の会
計処理方法が存在する。持分プーリング法とは、結合側は被結合側の資産、および負債、資
本をそれぞれの適正な帳簿価額で引き継ぐ方法である。それに対して、パーチェス法とは、
被結合企業から受け入れる資産および負債の取得原価を、対価として交付する現金および株
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（1） または持分プーリング法に準じた方法である。以下、説明の便宜上、同じ会計処理を行う方法をすべて
持分プーリング法という。
（2） SFAS 第 141 号は 2007 年に、IFRS 第 3 号は 2008 年に再び改訂され、「企業結合の定義により、企業
結合は購入取引がなくても起こり得るという理由で、両審議会は、改訂後の基準が要求している企業結
合の会計処理方法を説明するために以前使用していた「パーチェス法」という用語は「取得法」に変更
された（IFRS 第 3 号, para. BC14）。以下、説明上持分プーリング法と対応するため、パーチェス法と
いう。
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式等の時価（公正価値）とする方法である。
　その 2 種類の会計処理方法の適用については、2001 年に公表された米国の財務会計基準
書である SFAS141「企業結合」（Statements of Financial Accounting Standards No.141 
Business Combination：以下、SFAS141）をはじめ、2004 年に公表された国際財務報告基
準第 3 号「企業結合」（International Financial Reporting Standards No.3 Business Combi-
nation：以下、IFRS3）、ならびに 2008 年に改訂された日本の企業会計基準第 21 号「企業
結合に関する会計基準」（以下、日本基準 21 号）のいずれにおいても、国際的な会計基準
のコンバージェンスのもとで、持分プーリング法の適用を廃止し、パーチェス法に一本化し
ている。
　一方、中国でも国際会計基準へのコンバージェンスに対して、全面的な支持が表明され、
会計基準の作成が進められてきたが、2006 年に、中国財政部（3）から公表された中国新企業
会計準則（Chinese Accounting Standards：以下、CAS）においては、企業結合会計基準で
ある CAS20 が取り扱われており、持分プーリング法が主要な会計処理方法として認められ
ている。CAS20 では、企業結合を共通支配下の企業結合と非共通支配下の企業結合に分け
ており、前者は持分プーリング法で、後者はパーチェス法（4）で処理することが求められて
いる。このように、企業結合会計基準で持分プーリング法が認められているのは、中国の企
業会計基準の独特なところである。本稿では、上述の状況に鑑み、共通支配下の企業結合と
その会計処理である持分プーリング法に着目し、CAS20 の設定にあたって、いかなる理由
があるのかを明らかにしておきたい。そのうえで、CAS20 の適用に伴い、中国における企
業結合の現状がどうなっているかを明確にする。
　以下、第 2 節では、主要な企業結合会計基準において、共通支配下の企業結合および持分
プーリング法がいかに取り扱われているかを確認し、諸基準の間の相違点を明確にする。第
3 節では、CAS20 に焦点をあてて考察を行い、CAS20 の設定の背景にはいかなる特殊な状
況が存在しているかを明らかにする。そこでは、CAS20 をめぐる先行研究のサーベイを行
い、CAS20 の取扱いに対する見解を確認する。そして、中国企業の実情を踏まえ、CAS20
では持分プーリング法が認められている理由、論拠を明らかにする。第 4 節では、中国にお
ける企業結合の現状を考察し、検討を行う。また事例を用いて、CAS20 が抱えている問題
点を指摘する。
───────────
（3） 日本の財務省に相当する。
（4） 中国語で、持分プーリング法（Pooling Of Interest Method）は「权益结合法」と呼ばれ、パーチェス
法（Purchase Method）は「购买法」と呼ばれている。
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2.　主要な企業結合会計基準の取扱い
2.1　米国基準および国際会計基準
（1）米国基準
　持分プーリング法は、1940 年代後半からアメリカで使われ始めた会計処理方法である。
最初、公共料金訴訟で連邦電力委員会が使った用語であり、企業結合にあたって、事業内容、
利害関係者の関係の実態が変わらない状況を表すために用いられていたのである。また、こ
の方法が会計基準で明確に規定されるのは、1950 年にアメリカ会計士協会（American 
Institute of Accountants：以下、AIA）から公表された会計研究公告第 40 号（Accounting 
Research Bulletin No.40：以下、ARB40）のなかであった。その後、1953 年および 1957 年
に、持分プーリング法の適用を盛り込んだ ARB 第 43 号および ARB 第 48 号が相次いで公
表されている。1960 年代に入ってからは、持分プーリング法使用の特徴として結合側の結
合当年度の利益額を大きく見せるため、持分プーリング法の濫用問題が続いていた。そのよ
うな状況のなか、アメリカ公認会計士協会（The American Institute of Certified Public 
Accountants：以下、AICPA）から、会計原則審議会意見書第 16 号（Opinions of the Account-
ing Principles Board No.16 Business Combination：以下、APBO 16）が公表され、持分プー
リング法の適用に関する詳細な規定が定められている（5）。そして、1999 年に FASB（Finan-
cial Accounting Standards Board、以下 FASB）から企業結合の会計処理に関する公開草案
（以下、1999 年公開草案）が公表され、様々なコメントが寄せられた結果、FASB は 2001
年に米国基準 SFAS141「企業結合」を公表し、持分プーリング法を廃止し、パーチェス法
に一本化することになった（6）。
　共通支配下の企業結合の取扱いに関しては、武田（1982）で指摘しているように、「アメ
リカでは、企業結合を支配概念にもとづく会計実体の形成として把握すれば、ある会社が他
の会社を子会社として支配したとき、合併が認識される。そして、その後、親会社が子会社
を法律的に合併することは、企業結合に含まれないことになる。親子会社間の合併は、親会
社経営者の意思のもとに行われ、実質的に 1 つの企業であったものが法律的・形式的に 1 つ
───────────
（5） APBO16 では、持分プーリング法の概念について、本質的には株主グループ間の協定であると考えら
れている（APBO16, para. 29）とされているとともに、当該会計処理の適用に関する 12 個の要件も定
められている（APBO 16, para. 45）。
（6） SFAS141 では、「すべての企業結合において取得を識別し、持分プーリング法を廃止し、パーチェス法
のみで処理する」（SFAS141, para. 13）と規定されている。共通支配下の企業結合に関しては、SFAS141
では「企業集団内部における純資産等の移転取引である内部取引とみなされ、SFAS141 を適用しない」
とされており、SFAS141 の適用範囲から除外されている（SFAS141, paras. D11-D13）。
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の企業にする行為にすぎず、同一企業内における組織再編成の問題であり、企業結合とは別
個の事象として理解される」（武田 1982, p. 21）。そのような考え方に基づき、APBO16 をは
じめ、ARB43 および ARB48、ならびに SFAS141 のいずれにおいても取り扱わっていない。
ただし、共通支配下の企業結合の会計処理について、ガイダンスが提供されており、持分プー
リング法で処理されることが求められている（SFAS141, Appendix, paras. D11-D13）。
（2）国際会計基準
　上述のようなアメリカでの動きを受け、会計基準のコンバージェンスを推進するために、
2001 年に、国際会計基準審議会（International Accounting Standards Board：以下、
IASB）と FASB 両審議会は、企業結合会計に関する共同プロジェクトを立ち上げ、国際会
計基準第 22 号企業結合（International Accounting Standard No.22 Business Combination：
以下、IAS22）の改訂に着手した。
　当時、IAS22 では、条件付（7）で持分プーリング法の適用が認められていた。それは、持分
の結合に対して、2 つの会計処理の選択適用が禁止されており、持分プーリング法のみが認
められていた。そこでは、取得と判定した場合にはパーチェス法で、持分の結合と判定した
場合には持分プーリング法で処理されることが求められている（IAS22, para. 17; para. 77）。
また、共通支配下の企業結合に関しては、IAS22 では、「多くの法律上の合併は、企業集団
の再構築又は再編成の一環として発生するが、それらは共通支配の下にある企業間の取引で
あることから本基準では取り扱っていない」（IAS22, para. 5）とされており、米国基準と同
様に、基準の範囲外としている。
　2001 年に行われた IAS22 の改訂作業の共同プロジェクトの一環として、2002 年の持分
プーリング法の廃止を提案する企業結合公開草案第 3 号を経て、2004 年に IASB により
IFRS3「企業結合」が公表された。IFRS3 では、SFAS141 と同様に持分プーリング法を廃
止し、パーチェス法に一本化されるようになった（IFRS3, para. IN6、11）。
　共通支配下の企業結合に関して、IFRS3 では、会計処理に関する規定を定めておらず、
定義のみを定めている。共通支配下の企業又は事業が関わる企業結合とは、すべての結合企
業が最終的に企業結合の前後で同じ当事者によって支配され、その支配が一時的なものでは
ない企業結合をいう（IFRS3, para. B1）。また、共通支配下の企業結合の会計処理について、
実務指針というかたちで提供されており、基本的には持分プーリング法で処理するとされて
いる（8）。
───────────
（7） IAS22 では、次の 3 つの条件が定められている。①結合当事企業の議決権付株式総数のすべてではな
いにせよ、事実上、そのほとんどがすべて交換またはプールされること；②一方の企業の公正価値が他
方の企業の公正価値と著しく異ならないこと；③企業結合後、それぞれの株主が結合後の事業体に対し
て、相対的に以前とほぼ同等の議決権および持分を維持すること。
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2.2　日本基準
　日本では、そもそも企業結合に関する会計基準は存在していなかった。上述のような
FASB と IASB による企業結合会計基準の一連の見直しの影響を受け、2000 年から企業会
計審議会により企業結合会計に関する審議が開始された。そして、2001 年に「企業結合に
係る会計処理基準に関する論点整理」が公表され、広く意見を求め検討を行ったうえで、
2003 年 10 月に、「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」（以下、意見書）が公表
された。
　意見書では、経済的実態により、条件を設けたうえで、企業結合が「取得」と「持分の結
合」（9）と分類され、それぞれパーチェス法と持分プーリング法で処理することが求められて
いる。共通支配下の企業結合に対して、持分プーリング法に準じた会計処理（10）が求められ
ている（意見書三, 3（7））。しかし、このような規定が、コンバージェンスの流れのなか、
差異の象徴的な存在と思われた。そのため、2007 年に、日本の企業会計基準委員会
（Accounting Standards Board of Japan：以下、ASBJ）は IASB と共同で公表した「東京合
意」をきっかけに、2008 年までの短期コンバージェンス・プロジェクトとして、持分プー
リング法の廃止を含め、企業結合に関する 5 つの項目についての審議を始めた。その後、
ASBJ は 2007 年 12 月に、「企業結合会計の見直しに関する論点の整理」を公表し、翌年の
2008 年 6 月には「企業結合に関する会計基準（案）」を公表した。結果として、2008 年 12
月に企業結合に関する会計基準である日本基準 21 号が公表された。このように、日本基準
21 号において、共通支配下の取引や共同支配企業の形成以外の企業結合については、持分
プーリング法が廃止され、パーチェス法に一本化された（11）。
───────────
（8） Generally Accepted Accounting Practice under International Financial Reporting Standards（2014）に
よる。
（9） 持分の結合とは、いずれの企業（または事業）の株主（または持分保有者）も他の企業（または事業）
を支配したとは認められず、結合後企業のリスクや便益を引続き相互に共有することを達成するため、
それぞれの事業のすべてまたは事実上のすべてを統合して 1 つの報告単位となることを言う（意見書二, 
5 項）。また、持分の結合とみなされる企業結合の要件は以下の 3 つである（意見書, 69 項）。
 ① 企業結合に際して支払われた対価のすべてが、原則として、議決権のある株式であること
 ② 結合後企業に関して各結合当事企業の株主が相対として有することになった議決権比率が等しいこと
 ③ 議決権比率以外の支配関係を示す一定の事実が存在しないこと
（10） 持分プーリング法に準じた処理方法というのは「資本の内訳の引継方法および企業結合年度の連結財務
諸表の作成にかかわる規定を除き、持分プーリング法と同一の処理方法をいう」（意見書, 注解 15）と
されているため、本稿では、便宜上、持分プーリング法という。ただし、2008 年改正会計基準では、
持分プーリング法を廃止することとしたから、持分プーリング法に準じた処理方法という呼称も使用し
ないこととした（日本基準 21 号, 116 項）。
（11） 2013 年 9 月に公表された日本基準 21 号の最終改正版においても共通支配下の取引の会計処理に関して
変更は加えられていない。
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　共通支配下の企業結合に関して、日本基準 21 号では、企業結合の対象として、経済的に
独立した企業同士の取引に限定するのではなく、法的に独立した企業同士の取引も対象とし
ている。それゆえ、企業集団内における合併、吸収分割、現物出資等の取引（共通支配下の
取引）も基準の適用対象とする（日本基準 21 号, 3 項、66 項、118 項）。そのうち、共通支配
下の取引とは、結合当事企業（又は事業）のすべてが、企業結合の前後で同一の株主により
最終的に支配され、かつ、その支配が一時的ではない場合の企業結合をいう。親会社と子会
社の合併及び子会社同士の合併は、共通支配下の取引に含まれる（日本基準 21 号, 16 項）。
この種類の企業結合の判断条件について、適用指針により提供されている。
　共通支配下の企業結合の会計処理については、個別財務諸表上、共通支配下の取引により
企業集団内を移転する資産および負債は、原則として、移転直前に付されていた適正な帳簿
価額により計上する。また、移転された資産および負債の差額は、純資産として処理する。
そして、移転された資産および負債の対価として交付された株式の取得原価は、当該資産お
よび負債の適正な帳簿価額に基づいて算定する。また、連結財務諸表上、内部取引としてす
べて消去するとされている（日本基準 21 号, 41-44 項）。したがって、共通支配下の企業結
合の会計処理は、個別財務諸表上、持分プーリング法で処理することが求められている。
2.3　中国基準
　中国では、CAS が公表される以前には、「工業企業会計制度」、「農業企業会計制度」（12）と
いったように産業ごとに計 14 種（13）の会計制度が存在していたが、企業結合のみを取扱う
ような包括的な会計基準書が存在していなかった。当時の企業結合の会計実務は、主に財政
部から 1996 年 8 月に公表された「企業合併に関する財務上問題の暫行規定」および 1997
年 8 月に公表された「企業合併会計処理問題暫行規定」（以下、原規定）、「連結財務諸表暫
行規定」、「具体的な会計準則の実行および株式会社会計制度に関する会計問題の解答」、「企
業会計制度」（2001）における長期投資の規定等にしたがって実施されていた。各規定は主
に国有企業を対象としている（14）。
　CAS20 における規定と比較すると、原規定では、企業結合の会計処理については、結合
側と非結合側との両方が規定されている（15）。また、被結合側が法人格を失う場合には、被
結合側の資産、負債に対する評価を行うと求められている。企業結合のコストが評価額より
大きな場合には、その差額はのれんとして計上される。一方、被結合側の法人格が残ってい
───────────
（12） 2008 年 1 月 15 日により廃止になった。
（13） 14 種というのは、製造、商業、運送、航空運送、鉄道運送、不動産開発、農業、金融、保険、リース、
建築、郵政、旅行・飲食、対外経済合作企業という名をつけている企業会計制度がある（Huang & Ma 
2004, p.91）。
（14） 現在では、これらの規定は、CAS20 が適用されていない企業にも適用されている（李 2007, p. 29）。
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る場合には、被結合側の資産は結合側の長期投資として計上される（原規定, 三（二））。以
上のように、中国の企業結合に関する各規定から、CASが公表される前に、「パーチェス法」、
持分プーリング法、ならびに共通支配下の企業結合という呼称は存在せず、具体的な会計処
理が「パーチェス法」に該当すると考えられる。
　中国において、中国の証券市場で行われた企業結合のなか、はじめて持分プーリング法で
処理されたのは、清華同方と魯穎電子の結合であった。1998 年から 2003 年 12 月にかけて、
清華同方と魯穎電子の結合をはじめとする合計 16 件が行われた（陶 2011, pp. 57-58）。「こ
の 16 件の企業結合がすべて株式交換で行われた企業結合であるため、企業結合により取得
した資産および負債は、結合日における被結合企業の帳簿価額に基づき測定され、いわゆる
持分プーリング法で処理されていた」（李 2007, p. 29）。
　2006 年に、中国財政部から中国新企業会計準則である CAS が公表され、2007 年 1 月 1
日より CAS は上場企業に適用されるようと示された。同年、CAS の適用に応じて「新会
計準則応用指南」（ガイドラインに該当する）も公表された。また、実務上、「新会計準則疑
問解釈」および「新企業会計準則釈疑（16）」（以下、CAS 釈疑という）も利用されるようになっ
た（17）。CAS20 では、企業結合は、2 社以上の単独企業を結合し 1 つの報告主体を形成させ
る取引または事象をいう（CAS20, 第 2 条）（18）と定義されている。また、企業結合は、共通
支配下の企業結合と非共通支配下の企業結合（19）との 2 種類に分類されており、原則として、
前者は持分プーリング法、後者はパーチェス法により処理するのが要求されている（20）
（CAS20, 第 2、6、11 条）。そのうち、共通支配下の企業結合とは、各結合当事企業が、企
業結合の前後で同一当事者または同一の複数の当事者により最終的に支配され、かつ当該支
配が一時的ではない場合の企業結合を言う（CAS20, 第 5 条）。また、同一当事者により最
終的に支配されるとは、企業集団の親会社または相関主管部門による支配を指している。非
───────────
（15） 被結合側の会計処理は次の手続きで会計処理を行うこととされている（原規定, 三（一））。
 ① 企業の資産、負債を清算する前に、財務諸表を作成なければならない。
 ② 企業は資産、負債の清算を行い、その後、財務諸表の調整を行われなければならない。
 ③ 資産、負債の評価が行なわれ、評価の結果によって、貸借対照表の帳簿価額に対して調整しなければ
ならない。
（16） 釈疑というのは、基準の内容に対して詳しく説明するという意味である。
（17） その後、現実にはさまざまな状況を応じて、中国財政部により、『企業会計準則講解 2011』および『企
業会計準則講解 2012』も公表された。
（18） 本論文では、CAS20 号における規定の日本語訳は近藤弘監修『中国新企業会計準則』（日本語版）に従
うものである。そこでは中国語の「一方」を「企業」と訳したが、筆者は「一方」の範囲は企業しか限
られないため、「当事者」と訳した。
（19） 非共通支配下の企業結合とは、共通支配下の企業結合以外の企業結合を指す（CAS20, 第 6 条）。
（20） CAS20 では、パーチェス法または持分プーリング法という名称が使われていないが、具体的な会計処
理から、2 つの会計処理が認められることがわかる。
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共通支配下の企業結合については、本稿の検討範囲ではないため、省略する。
　共通支配下の企業結合に該当するか否かの判断については、CAS 釈疑によれば、通常、
①同一集団に属している各子会社の間の結合および親会社と子会社の結合と、②同じ国有資
産監督管理部門により管理される国有企業の間の企業結合は共通支配下の企業結合に該当す
るとされている。そのうち、同一当事者が相関主管部門の場合には、当該企業結合は相関主
管部門により主導される結合を指す。ただし、相関主管部門が企業結合に関する具体的な条
項の設定、例えば、結合の対価、方式およびその他の具体的な条項等の設定に関与しない場
合、当該企業結合は共通支配下の企業結合に該当しないと解釈されている（CAS 釈疑, 
pp. 343-348）。陶（2011）では、このような企業結合を政府主導の企業結合と呼び、「ある
企業結合が地元人民政府、もしくは相関主管部門の指示または指令により行われる企業結合
を指す」（陶 2011, p. 57）とされている。以上から、中国における共通支配下の企業結合は、
図表 1 のようにまとめられる。
図表 1　中国における共通支配下の企業結合のパターン
パターン 1： 一般企業集団内で行われる企業結合（各子会社または親子会社の間）
パターン 2： 国有企業にかかわる企業結合
（1） 国有企業の間で行われる企業結合
同じ国有資産監督管理部門管轄されている国有企業の間の企業結合
（2）政府主導の企業結合：国有企業と一般企業との間で行われる企業結合
　パターン1は一般企業集団内で行われる企業結合である。この場合には、親会社と子会社、
または子会社同士の間の結合は共通支配下の企業結合に該当する。国際的な主要な企業結合
会計基準における共通支配下の企業結合と同様であることが想定できる。
　パターン 2 は、国有企業にかかわる企業結合である。そのうち、（1）は結合当事者のすべ
てが同じレベルにある国有資産監督管理部門に管轄されている国有企業である。このような
企業結合は、結合前後、同じ国有資産監督管理部門による支配が変わらないため、CAS20
における共通支配下の企業結合の定義に満たし、共通支配下の企業結合に該当するのであ
る。（2）は政府主導の企業結合である。上述のような定義に照らして、このような企業結合
には、結合当事者が異なるレベルにある国有資産監督管理部門により管轄される国有企業も
あれば、国有企業と一般企業との間で行われる企業結合もある。
　また、会計処理について、CAS20 に従えば、個別財務諸表上、結合企業が企業結合によ
り取得した資産および負債は、結合日における被結合企業の帳簿価額に基づき、測定しなけ
ればならない。結合企業が取得した純資産の帳簿価額と結合対価の帳簿価額（または発行し
た株式の額面総額）との差額については、資本剰余金を修正しなければならず、資本剰余金
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が差額と相殺するには不十分である場合、留保利益を修正する（CAS20, 第 6 条）。連結財
務諸表上の会計処理（21）に関して、結合により親会社の関係が形成された場合、親会社は、
結合日の連結貸借対照表、連結損益計算書、および連結キャッシュ・フロー計算書を作成し
なければならない。連結貸借対照表における被結合側の各資産、負債は、その帳簿価額に基
づき測定しなければならない（CAS20, 第 9 条）とされている。したがって、共通支配下の
企業結合に対して、持分プーリング法による会計処理が求められている。
2.4　まとめ
　上述のように、企業結合に関する諸会計基準を比較することにより、次のことが明らかと
なった。
　第 1 に、形式上、会計基準の適用対象として、国際的には、経済的実質を重視する立場か
ら、共通支配下の企業結合が内部取引とみなされ、SFAS141 と IFRS3 との両方が共通支
配下の企業結合を企業結合会計基準の適用範囲外としている。それに対して、日本基準 21
号では、経済的実質に限らず、法的実質も重視しているため、共通支配下の企業結合の定義
を定めており、それを持分プーリング法で処理するのが認められている。また、中国では、
同じ政府により管轄される国有企業が大量に存在しているという特殊な企業実態を考慮し、
これらの企業の間で行われる企業結合は共通支配下の企業結合に該当する。それゆえ、中国
にとって、共通支配下の企業結合は重要なカテゴリであり、CAS20 では、この種類の企業
結合を基準の範囲内と取り扱っているのである。ただし、形式上、共通支配下の企業結合を
会計基準の適用対象とするか否かにかかわらず、諸基準またはガイダンスの内容に鑑みる
と、共通支配下の企業結合の会計処理について、結合側は被結合側の資産、負債および資本
をそれぞれの適正な帳簿価額で引き継ぐ方法で、すなわち持分プーリングで処理することが
認められているという点が一致している。
　しかし、同じ会計処理が認められていても、論拠として中国の着眼点は国際的な見解とは
異なる。国際的には、共通支配下の企業結合が内部取引とみなされ、親会社の立場からみる
と、企業集団内部にある各当事者の資産、負債の移転に過ぎず、集団全体の利益には影響は
ないため、持分プーリングで処理することが認められているという見解が一般的なのであ
る。それに対して、中国では、共通支配下の企業結合と判断される場合は、当該企業結合が
結合当事者の意思によって決まることではないため、結合の対価を公正価値で算定すること
ができず、持分プーリング法を適用すべきであるとしている。
　第 2 に、CAS20 および適用指針等に従えば、共通支配下の企業結合に該当する結合の範
囲は、主要な企業結合会計基準に比べ、かなり広い。それは、上述の 2 つのパターンで示し
───────────
（21） 関連基準として CAS 第 33 号連結財務諸表でも規定されている。
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ているように、CAS20 では、共通支配下の企業結合の具体的な判断条件は明示されておら
ず、実務上の判断については、同一企業集団の傘下にある各子会社の間の結合、親会社と子
会社の結合、および同じ国有資産監督管理部門により管理される国有企業の間の企業結合、
ならびに政府主導の企業結合のすべてが共通支配下の企業結合に該当すると（CAS 釈疑, 
p. 345）判断できるからである。
　なぜ上記のような相違点が生じるのか、それは中国における企業結合の形態につながって
いる。それについて 3 節以降詳細に検討していく。
3.　中国における持分プーリング法適用の論拠
　2 節では、主要な企業結合会計基準を比較した結果、CAS20 により相違点が生じた。そ
れらの相違点が生じる理由を明確にするために、本節から、CAS20 をめぐる先行研究およ
び中国における企業の現状を検討していく。
3.1　CAS20 における持分プーリング法の適用をめぐる先行研究
　中国において、CAS が公表される前後に、持分プーリング法を会計基準に入れることが
妥当であるか否か、この方法とパーチェス法の適用をめぐり、様々な検討が行われ、賛否両
論の見解が示されている。
　CAS20 が公表される前、林（2001）では、「会計情報の相関性、信頼性および比較可能性
等から考えれば、中国企業結合の会計処理方法は、パーチェス法のほうが適当である」（林
2001, pp. 36-38）と主張している。また、中国財政部財政科学研究所の企業結合会計研究グ
ループは 2004 年、企業結合を行う際に持分プーリング法とパーチェス法の適用を比較した。
そこでは、「世界の主要な国々および会計基準設定機関の持分プーリング法に対する考え方を
分析したうえで、将来、持分プーリング法は必ず廃止される」（『経済研究参考』pp. 35-42）
と判断している。しかし、以上の見解のなか、会計処理のみに焦点をあてて、企業結合をい
かなる視点でとらえるべきかは明確になっていない。
　CAS20 の公表後、童・丁（2009）、神宮・李（2007）では、「中国の現状に鑑みれば、多
くの企業結合は国有企業グループあるいは国有資産監督管理委員会（以下、国資委（22））に
より管轄される企業の間で行われるものである。このような企業結合は政府の指示に従った
ものであり、企業側の意思によらないため、結合当事者の間、企業結合の取得価額が公正価
値にならない。それため、持分プーリング法の適用が不可欠である。そして、実務上、持分
───────────
（22） 2003 年に設立され、国有企業の改革において、国の代わりに出資者の責任を果たす機関である。一般
的には、国資委と略されている。「中国企業国有資産管理暫定条例」によると、国資委の主要な任務は
国有資産保全・増殖への監督管理である。
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プーリング法による会計処理は帳簿価格に基づくので、会計人にとって会計処理方法は理解
しやすく、会計情報の信頼性はより高いというメリットがある」（童・丁 2009, pp. 130-131; 
神宮・李 2007, p. 264）と主張している。
　その一方、持分プーリング法の適用のデメリットを指摘し、会計基準ではこの方法を廃止
すべきだという観点もみられる。このような観点は、主に持分プーリング法の適用が結合側
の利益への影響という側面から議論を行っていたものである。
　魯・朱（2012）、左（2012）では、持分プーリング法で処理された企業結合において、結
合側の利益はより大きく計上される。そのため、経営者は企業結合を行う際に、なるべく当
該企業結合を共通支配下の企業結合に属するように、工夫すると指摘している（魯・朱 2012, 
p. 53; 左 2012, p. 105）。また、「企業結合にあたって、結合側が持分プーリング法を適用すれ
ば、帳簿価額で被結合側の資産および負債を引き継ぐため、通常、この価格は市場価格より
低い。結合後、結合側はそのような資産を市場価格で売却し、帳簿価格と市場価格の差額を
利益として認識することができる」（劉 2013, p. 205）。さらに、程・張（2012）、孫（2012）
では、「現代企業制度のもとで、企業の経営陣の報酬は当該企業の業績にかかわる。そのため、
経営陣は報酬を高めるために、持分プーリング法に偏っている」とされている（程・張
2012, pp. 90-91; 孫 2012, p. 51）。以上のように、結合側にとって、持分プーリング法が利益
を大きく見せかける会計処理になるわけである。そのため、中国は持分プーリング法の適用
要件を明確に定めることによって、当該会計処理が適用される企業結合の範囲が縮小される
か、もしくは会計基準のコンバージェンスの流れを従い、会計基準上持分プーリング法を廃
止するか（程・張 2012, p. 90; 劉 2013, p. 205）と提案している。
　これらの先行研究から、中国では、持分プーリング法および共通支配下の企業結合に対し
て、いかなる見解や理論上の認識がながされているかが明らかになる。第 1 に、国有企業に
かかわる企業結合が多く存在しており、これらの企業の間で行われる企業結合は、共通支配
下の企業結合に該当するというのは確かに事実である。この種類の企業結合には、持分プー
リング法の適用が結合当事者に該当する企業の意思によらないため、結合の対価の算定は公
正価値にならないからであると主張されている。第 2 に、共通支配下の企業結合の判断要件
を定める必要であると主張しているが、結局これ以上の分析は行われておらず、未解決の状
態にとどまっているのである。
3.2　中国企業の形態と所有権制度
　本項では、中国企業の形態と所有権制度を考察し、CAS20 における企業結合の分類の理
由を明らかにする。
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（1）中国企業の形態
　中国の企業は、企業の所有権制度から大きく分けて国有企業と一般企業の 2 種類がある。
そのうち、国有企業には、中央企業と地方国有企業が存在する。中央企業とは、中国の中央
政府のもとで設けられた各部委（23）に属している国有企業をいい、そのなかには、一般中央
企業と中央直轄企業が含まれている。それに対して、地方国有企業とは、各地域の地元政府
に属している国有企業をいう。
　また、国の持株状況からみれば、中国の国有企業には中央企業と地方国有企業のほかにも、
国有独資企業と国有持分会社も存在している。そのうち、国有独資企業は国資委により 100
パーセントの株が保有されている会社を指し、国有持分会社は国により支配できる分の株が
保有されている会社を指す。また、中央企業は国資委により管轄され、地方国有企業は地元
政府に属している国有資産監督管理委員会（以下、地方国資委）により管轄されている（金
山 2000, p. 82）。近年、上述のような国有企業はどのぐらい存在しているか、中央から、地
方までの各々レベルにおける国有企業数状況をまとめると、図表 2 のようになっている。図
表2から、中国では、国有企業は大量に存在しており、ここ数年増加している傾向が見える。
図表 2　中国における国有企業数
全国国有企業数（万社） 中央国有企業 地方国有企業
2005 12.56 19971 105667
2006 11.6 20551 95539
2007 11.2 21562 90375
2008 11.0 21918 87746
2009 11.1 24795 86004
2010 11.4 26319 87393
2011 13.6 41257 94425
2012 14.7 48217 98554
2013 15.5 51693 103626
出所：「中国会計年鑑」（2006 年～ 2014 年）に基づき作成
（2）中国における企業結合の目的
　図表 2 で示しているように、中国では、国有企業は全国の各地域で大量に存在している。
国有企業の数量と CAS20 の設定とはいかなる関係にあるか、それは、中国における企業結
合の目的につながっているのである。中国で行われる企業結合もしくは組織再編は、主に国
有企業の経営不況による生じた問題の対応策である。何（2012）によると、中国国有企業
───────────
（23） 日本政府の省に相当する。
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の平均負債率は 1980 年の 8.7％から 1993 年の 67.5％に至った。その後、依然として改善さ
れておらず、2000 年に、平均負債率は 75％になった（何 2012, p. 121）。このような状況の
なか、1999 年から、これらの企業を有効に運営させるために、中国政府による企業所有制
改革が行われてきた。朱（2006）では、中国の「多くの上場会社は、大規模な企業再編ま
たは結合を行う目的として、企業の財務状態を改善し、再融資の資格を回復し、上場廃止を
回避するためである。要するに、財務危機から脱出することである」（朱 2006, p. 391）とし
ている。
　国有企業にかかわる企業結合の状況に関して、次のようになっている。金山（2000）では、
「2000 年まで合併、破産、人員整理、利息の引き下げ等の方法で、大、中型国有企業 5,500
社を整理する。そのためにまず 2000 億人民元の赤字の大、中型国有企業の処理を重点的に
行い、400 億人民元をこれら企業の不良債権処理の準備金とする。重点企業には国内外での
株式上場において優先権を与え、計画的に 1000 億元を企業の発展のために調達する。大企
業発展の目標を達成させるために、37 万 5000 企業のうち 512 企業を選び、巨額の資金を
提供して株式上場の優先権を与え、合併によって韓国財閥のような大型企業グループを形成
し、それを国民経済の支柱としようというのである」（金山 2000, p. 121）と指摘している。
以上の経緯から、中国では、盛んである企業結合の主な対象は国有企業であると想定できる。
（3）中国国有企業の株式構成
　上述のような企業所有制改革のなか、国有企業の私有化の発展を一定の程度に抑制し、国
有資産の流失を防ぐために、中国において、株式制度へ転換された国有企業が発行した株を、
国家株（24）、法人株（25）（国有法人と一般法人に分かれている）、従業員株および流通株等に分
けている。そのうち、上場会社の場合は流通株が生ずる。国家株と法人株の証券市場での流
通はできない。また、流通株の比率が低く、過度に分散している。流通できない株式が集中
した結果、「1 株独大」（26）が生まれた。このように、中国において、国有企業の企業結合行
為は、一般の私営企業と異なり、国有株を中心とする所有構造のもとで、株式権の所有者が
政府機関にほぼ集中している（金山 2008, pp. 144-161）。そのため、企業結合を行うか否か
の決定権が政府機関に握られている。結合前後で、国や政府を親会社とみなす場合には支配
が変わらない。したがって、企業結合前後、同じ当事者による支配が変わらないということ
である。
───────────
（24） 国家株とは、元の国有企業の資産を株式に分割したうえ、株式会社に変身し、その株式会社を上場させ
てできたもので、国有法人間の相対取引での譲渡は可能であるが依然として取引上での流通はできない。
（25） 法人株は、法人が発起人として株式会社を発起設立する場合、その出資により取得した株式である。
（26） 中国では、国や政府は国家株（1 株）を株式市場に流通させないことによって、当該企業を支配できる
分の株をずっと保有し続ける（独大）という特殊な現象を指す。中国語の表現で「1 株独大」と呼ばれる。
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（4）中国国有企業管理構造
　2010 年以前、中央企業に関する企業再編、合併等は国資委により行われていた。その後、
中国政府は中央企業の再編、合併を推進するために、国資委の下で、国有資産経営会社であ
る国新持株有限責任会社（純粋持株会社）（以下、国新会社）を設置し、従来、国資委によ
り行われていた中央企業の再編、合併のうち、中型企業と小型企業の再編、合併を国新会社
に移管することにしたとされている。金山（2008）によれば、国新会社は、国資委が巡検
経営を行い、出資者の権利を行使すると同時に、直接中央企業の持株会社になり、中央企業
の株式制転換への直接指導ができる機関が必要であると判断した結果、設置された機関であ
る。国有資産経営会社は国有企業の親会社に相当し、所轄の下にある国有企業の株の 100
パーセントを保有しており、企業の経営には直接に関与しないが、企業の重要な決定、経営
者への任免の権利を持っている。国新会社の設置後、この方式は、地方にも適用され、地方
の国資委の下にも、国新会社に相当する国有資産経営会社が設置されるようになった（金山
2008, p. 124）。以上のような中国の国有企業の管理構造を図表 3 で示している。
国有資産管理監督委員会（中央/地方）
中央（直轄）企業または地方国有企業
国有資産経営会社（中央/地方）
図表 3　中国国有企業管理モデル
出所：金山（2008, p. 122）を引用した。一部加筆。
3.3　まとめ
　以上から、中国における国有企業の企業数、株式構造から、中国では、国有企業が大量に
存在していることがわかる。また、近年、中国では、国有企業にかかわる企業結合が中央直
轄企業を中心に行われてきたのである。このような企業結合の前後、国や政府による支配が
変わらないため、CAS20 の規定に照らして、これらの国有企業の間で行われる企業結合は、
国レベルの内部取引という独特な状況にあり、最終的に国による支配が変わらないという視
点から、共通支配下の企業結合の定義を満たしている。そのため、中国における数多くの企
業結合は、共通支配下の企業結合に該当する。つまり、共通支配下の企業結合が大量に存在
していると言える。それゆえ、中国にとって、共通支配下の企業結合は企業結合の重要なカ
テゴリとして存在しており、企業結合会計基準である CAS20 では、それを取扱う必要性が
生じる。このような企業結合を CAS20 で取扱うことに伴い、持分プーリング法の適用が認
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められているのも適切であると考えられる。
　ただし、3.1 で考察した中国における先行研究の状況から、CAS20 の公表前後のいずれ
の時期においても、理論上、共通支配下の企業結合とその会計処理である持分プーリング法
との関係、CAS20 の取扱い方、ならびに持分プーリング法の適用条件等に関しては、未だ
に明確に認識されていないことがわかる。このような状況のなか、CAS20 の適用は一体ど
のようになっているか、そして不明確なことが CAS20 の適用にはいかなる影響を与えるか
について、次節では考察する。
4.　中国における共通支配下の企業結合の現状
　3 節では、中国の企業の実情に基づき、CAS20 での取扱いが必要かつ適切な対応である
ことが明らかになっている。一見すると、このような合理性が備わっている CAS20 は、実
務上いかなる適用の状況になっているのかについて、本節では、共通支配下の企業結合の事
例を用いて、中国における企業結合の現状および問題点を確認する。
4.1　中国における共通支配下の企業結合の現状
　CAS適用は2007年の上場会社のみから、大型企業および中型企業にも拡大されつつある。
中国中央政府の指示により、すべての中央企業、都市にある商業銀行、商業保険会社は、
2008 年 1 月 1 日から全面的に CAS20 を適用するように要求された。また、CAS の初年度
の適用状況に関する調査結果によると、2007 年度、1570 社の上場会社の中 411 社が
CAS20 に従い、企業結合を共通支配下企業結合と非共通支配下の企業結合に分類した。ま
た、411 社のうち、348 社は企業結合の判断の根拠を開示したが、残りの 63 社は企業結合
の判断の根拠を開示していなかった。さらに、411 社のなかで、共通支配下の企業結合に該
当するのは 186 社であり、そのうち、184 社は明確に帳簿価額で結合と表示している（劉・
王・崔 2008, p. 596）（27）数字から見れば、CAS20 適用後、全体的には、共通支配下の企業結
合に該当する企業結合が大きな比率を占めていることがわかる。
　しかし、3.3 で述べたように、中国では、CAS20 の取扱いに対して、様々な不明確なこ
とが存在している。そのなか、共通支配下の企業結合とその会計処理である持分プーリング
法との関係を明確になっていないため、共通支配下の企業結合に該当しない結合を持分プー
リング法で処理したこともあれば、共通支配下の企業結合に対して、パーチェス法で処理し
たこともある。具体的にどこで反映されているか、次項では事例をもって考察を行う。
───────────
（27） 本稿は『中国会計年鑑 2008』に載せており、中国財政部会計司により提供されたものである。
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4.2　事例分析
（1）ST 万傑による淄博鋼鉄会社の買収案
1、企業の概況
　山東万傑ハイテック株式会社（以下、ST 万傑（28）という）は万傑集団（民営企業）傘下に
属していた上場会社である。2007 年、ST 万傑の総負債額は 34.27 億人民元であり、この状
況が改善されない場合、ST 万傑は上場廃止になってしまう可能性が高かった。また、山東
省商業集団（以下、魯商集団という）は大型国有企業であり、小売業、製薬、不動産等を主
要な事業内容をしている。
2、企業結合内容
　ST 万傑の上場廃止を回避するため、2007 年 10 月、山東万傑ハイテック株式会社の最大
の株主である万傑集団は、魯商集団、淄博市人民政府および山東省国資委との間に、ST 万
傑の資産と債務再編に関する契約を結んだ。2008 年 6 月、魯商集団は競売方式で、万傑集
───────────
（28） ST というのは 3 年以上連続損失が出る上場会社に対して、証券取引所による警告に相当する特別処理
である。本結合案件において、万傑会社は2005年以降、業績が悪くなり、大きな債務問題を抱えたため、
株式は特別処理を受け、ST 万傑となったのである。
万傑集団 魯商集団
ST万傑 山東商業、山東銀座 
北京銀座、魯商置業 
泰安銀座、東営銀座 
図表 4　企業間の関係 1（結合前）
万傑集団 魯商集団
ST万傑
山東商業、山東銀座 
北京銀座、魯商置業 
泰安銀座、東営銀座
16000株
競売で
支配権喪失 実質的支配
図表 5　企業間の関係 2（結合後）
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団が保有していた 16,000 株を取得したことで、ST 万傑株の 29.84％を獲得し、ST 万傑の実
質的な支配権を手に入れた。ST 万傑にとって、最大の株主は万傑集団から魯商集団に変わっ
た。2008 年 7 月 3 日、ST 万傑は魯商集団、魯商集団株式会社、山東世界貿易センター、山
東省通利商業管理サービスセンターおよび北京東方航華投資株式会社の 5 社との協議書を結
んだ。協議書に従い、2008 年 4 月 30 日までの ST 万傑の資産、負債を 508,984,000 人民元
の価額で、前述の 5 社が 100％所有している山東商業不動産開発株式会社、山東銀座不動産
株式会社、北京銀座合智不動産株式会社、山東省魯商置業株式会社、87％保有している泰
安銀座不動産開発株式会社および 85％保有している東営銀座不動産株式会社等計 6 社（以
下、6 社）の資産を ST 万傑の資産と「資産の置換（assets swap）」を行った。「資産の置換」
というのは、上場会社の支配権を有する株主が優れた資産を用い、上場会社にある劣等資産
と帳簿価額をもって入れ替え、企業の資産再編を行う重要な方法である。「山東万傑ハイテッ
ク株式会社詳式権益変動報告書」（29）により、上述の 6 社のすべては魯商集団の子会社である
ことが分かった。また、2008 年 6 月から、ST 万傑と 6 社の関係は図表 4 から図表 5 のよう
になった。
3、会計処理方法の選択およびその理由
　2008 年 12 月、上述の協議書の内容は中国証監会により許可された。今回の結合は、山東
省国資委の関与のもとで行われた結合であるので、共通支配下の企業結合に該当すると判断
された。それゆえ、2009 年 1 月、ST 万傑は協議書の内容に従い、持分プーリング法を用い、
帳簿価額で上述の 6 社との資産の置換を行った。図表 5 のように、2008 年 6 月以降、ST 万
傑と魯商集団の 6 社の子会社の関係は同じ企業集団グループの企業同士である。こうして、
ST 万傑は資産再編により 1.3 億人民元の純利益がもたらされ、結果として結合前の債務危機
はすべて解決された。
　しかし、本結合案件から、次の点について疑問が生じる。まず、結合当事者の関係は、共
通支配下の企業結合の定義を満たさない。なぜなら、2.3 で述べているように、「共通支配
下の企業結合とは、各結合当事企業が、企業結合の前後で同一当事者または同一の複数の当
事者により最終的に支配され、かつ当該支配が一時的ではない場合の企業結合を言う」
（CAS20, 第 5 条）。図表 4、図表 5 で示しているように、結合当事者である ST 万傑と 6 社
は結合前、それぞれ万傑集団と魯商集団に属しており、同一当事者により支配されていな
かったからである。次に、本結合案件は、確かに、地元政府の関与のもとで行われたもので
ある。しかし、開示された情報からは、政府の関与という条件が述べられているだけで、第
2節で述べている判断条件に照らせば、政府がどこまで関与したのかという点が不明である。
───────────
（29） 上海証券新聞紙（2008 年 6 月 23 日）に記載されている。
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（2）河北鋼鉄集団傘下にある唐鋼会社、邯郸鋼鉄会社および承徳鋼鉄会社合併案（30）
1、企業の概況
　2008 年、河北鋼鉄集団は唐鋼集団と邯郸鋼鉄集団との合併により設立され、中国河北省
国資委が 100％株を保有している国有企業である。これによって、河北鋼鉄集団は上場会社
である唐鋼株式会社、邯郸鋼鉄および承徳钒肽（31）の 3 社の親会社になった。2009 年 12 月、
唐鋼株式会社は「持株交換吸収合併関連取引報告書」を公表し、邯郸鋼鉄および承徳钒肽を
持株交換方式で合併することを発表した。また、唐鋼株式会社取締役会から「本合併案に関
する事項の初度審議の議決」が発表された。結合後、邯郸鋼鉄および承徳钒肽は法人格を失
い、それらの資産、負債、業務および従業員のすべては唐鋼株式会社により引き継がれた。
結合当事者の支配関係は、図表 6 で示している。さらに、結合後、唐鋼株式会社は会社名を
河北鋼鉄株式会社に変え、2010 年 1 月に、証券取引所における取引を再開した。
2、会計処理方法の選択および理由
　本件において、結合対価は「初度審議の議決」が公表される前の 20 日間の株価平均値に
基づいて決定された。つまり、公正価値に基づき算定され、パーチェス法が適用されること
になった。
　なぜなら、滕（2011）では、以下のように解釈している。第 1 に、持分プーリング法に
基づけば、結合側は被結合側の資産、負債等を帳簿価額で引き継ぐことになる。それは、被
結合側にとって、帳簿価額で算定される企業価値が、公正価値で算定される企業価値より低
く、その差はかなり大きい。それゆえ、持分プーリング法で処理すれば、被結合側の強い反
対を引き起こす可能性が高まる。第 2 に、結合当事者の 3 社はすべて上場会社であり、適
正な公正価値が算定できる。第 3 に、パーチェス法の適用によって、企業結合はより効率的
に達成され、コストも下がる。本件は所在地が異なる当事者の間で行われるため、持分プー
リング法を選択すれば、結合前に各社の資産、および負債を清算する必要がある。そのため、
本結合案にかかわる資産、負債を清算する部門は、各所在地に行かなければならないため、
当該企業結合の進行が遅れる恐れがあった。それに対して、パーチェス法を適用し公正価値
で算定すれば、各社の株価で引き継ぐだけで済み、結合前に資産、負債を清算する必要もな
くなる。それゆえ、企業結合は早いうちに達成できる。「結合対価は株価に基づき算定された。
株価による公正価値の算定は容易であり、投資者からの承認と支持ももらえる。それゆえ企
業結合の効率は高まる。共通支配下の企業結合にパーチェス法を用い、公正価値で算定する
───────────
（30） 本企業結合案は滕（2011）「唐鋼股份吸収合併方案設計分析」（『中国会計年鑑 2011』）で取り扱ってい
る事例である。
（31） 以前、承徳钒肽は承鋼集団に属していたが、2006 年、承鋼集団、唐山鋼鉄および宣鋼集団を再編し、
唐鋼集団を設立した。2008 年に、河北鋼鉄集団が設立された後、承鋼集団は河北鋼鉄集団の子会社に
なった。また、唐鋼株式会社は唐鋼集団に属していた。邯郸鋼鉄は邯郸鋼鉄集団に属していた。
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ことにより、短期間で企業結合が達成された。これは将来の企業結合にあたって、参考にな
る」（滕 2011, p. 745）とされている。
図表 6　結合前後の支配関係の変化
中国河北省国資委
河北鋼鉄集団
河北鋼鉄株式会社
唐鋼株式会社
持株 100％
䛟䜨鋼鉄 承徳䫂㛭（承鋼集団）
注： 結合前の支配関係を指す 結合後の支配関係指す 
結合前後の支配関係が変わらないことを指す
　図表 6 で示しているように、CAS20 に従えば、結合前後、本件における結合当事者はす
べて河北鋼鉄集団傘下に属する会社である。河北鋼鉄集団の株の 100％は、頂点にある中国
河北省国資委により持たされているので、CAS20 に照らして、本件は共通支配下の企業結
合に該当しており、持分プーリング法で処理されるべきである。しかし、今回の結合は被結
合側の資産、負債等が公正価値で引き継がれ、パーチェス法で処理された。
　中国では、持分プーリング法の適用と共通支配下の企業結合との関係について、3.1 で述
べた先行研究と同じように、滕（2011）のような見解は多くみられる。このような見解は、
実際に、共通支配下の企業結合とその会計処理である持分プーリング法との関係を断ち切っ
てしまい、実務上、確実に共通支配下の企業結合に該当する結合において、結合当事者の意
思によって恣意的に 2 つの会計処理の選択適用を認めていることになる。
4.3　CAS20 の適用に関する検討
　上述のように、一見すると、CAS20 の取扱い方は適切な対応だと考えられる。しかし、
CAS20 の適用の現状からみれば、CAS20 には大きな問題点が存在している。第 1 に、共通
支配下の企業結合とその会計処理である持分プーリング法との関係について理論上の誤った
認識が存在している。第 2 に、共通支配下の企業結合の判断について、明確な基準が定めら
れていない。
　第 1 の問題点について、次のように考えられる。3.1 で述べたように、中国では、持分プー
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リング法を共通支配下の企業結合に適用するのは、結合当事者の意思によらないため、公正
価値算定できないからであると認識されている。しかし、企業結合に関する諸基準を考察し
たところ、結合当事者の意思によるか否かというのは、当該企業結合が共通支配下の企業結
合に該当する際の特徴に過ぎないと考えられる。このようなことと、持分プーリング法の適
用とは、異なる次元の話である。
　なぜなら、まず、ある企業結合が行われる際に、なぜ結合当事者の意思によらないのかを
考えるべきである。それは、結合当事者である企業は、結合前からすでに同一企業集団に属
しており、企業結合の発生は親会社の意思によって決まるからである。このような企業結合
は共通支配下の企業結合に該当する。次に、共通支配下の企業結合に対して、なぜ持分プー
リング法を適用するのか。それは、共通支配下の企業結合が行われる場合、親会社の立場か
らみると、結合当事者の資産、負債等の移転は、企業集団内部で行われるため、企業集団全
体の利益には影響はない。それゆえ、結合当事者における資産、負債等を帳簿価額で引き継
ぐのが認められており、持分プーリング法が適用される。したがって、ある企業結合は共通
支配下の企業結合に該当すると判断されてはじめて、持分プーリング法の適用が認められる。
　上述のことから、中国では、企業結合の特徴と会計処理との関係について、理論上の誤っ
た認識が存在していると考えられる。また、4.2 の事例 2 のように、共通支配下の企業結合
に該当する結合を、会計処理上の便宜を図るために、パーチェス法で処理した。また、パー
チェス法の適用は例外的な会計処理であると思わず、逆に参考になり、推奨されている会計
処理になる。誤った認識や見解が流されている理由は、CAS20 では、理論的かつ明確的な
説明が存在していないからである。
　第 2 の問題点について、以下のように考えられる。Yuri（2009）では、CAS20 は実際に
簡潔な基準であり、会計処理の選択には判断の論拠や基準を提供していないと指摘してい
る。中国では、国により株式を保有されている企業のうちで、国有企業に該当するのは、①
中央直轄企業②国有大型企業③地方における国有企業④国有持分会社である。企業結合にあ
たって、結合側および被結合側の両方とも国有企業のもあれば、一方だけは国有企業の場合
もある。また、同じレベルにある国有企業もあれば、異なるレベルにある国有企業もある。
これらの場合は、企業結合の類型の判断は、いかなる立場から判断すべきであるかというこ
とが問題となる。そして、行政の関与が共通支配下の企業結合の判断条件として認められる
のであれば、判断の要件として政府や行政の関与はどこまで、どの程度で行われると、共通
支配下の企業結合に該当すべきかが問題となる。しかし、結合の対価、方式等が例示として
挙げられているものの、「その他の具体的な項目」の内容は不明である。このため、結合当
事者が国有企業であるか、一般企業であるかにかかわらず、共通支配下の企業結合の範囲は
無限大に拡大していくおそれがある。この点から見れば、持分プーリング法の濫用の可能性
がきわめて高くなってしまう。
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5.　おわりに
　本稿では、中国企業結合会計基準である CAS20 における持分プーリング法の適用につい
て、中国の企業の実態を踏まえ、CAS20 で持分プーリング法が認められる理由を明らかに
している。それは、中国では、数多くの国有企業が存在しており、国が企業を支配できる株
式を保有している。これらの企業の間で行われる企業結合には、最終的に国による支配が変
わらないという点で、CAS20 における共通支配下の企業結合の定義に満たす。また、中国
における企業結合の目的および実態を考察し、共通支配下の企業結合は中国では、頻繁に行
われているため、企業結合会計基準としての CAS20 では、取扱う必要があることを確認し
た。CAS20 でのこのような取扱いに伴い、持分プーリング法が認められるようになった。
このような経緯からみれば、CAS20 の取扱い方は適切な対応であり、合理的である。
　ただし、中国における企業結合の現状、CAS20 の適用状況に着目すると、実務上、無視
できない問題点が存在している。まず、CAS20 の規定により、中国の共通支配下の企業結
合に該当する企業結合の範囲は拡大されつつある。それは、企業結合にあたって、政府や行
政が関与することを判断条件としているため、CAS20 における共通支配下の企業結合の定
義に満たさない企業結合であっても、共通支配下の企業結合の範囲内に該当しうるからであ
る。そして、このような判断条件の下では、企業が共通支配下の企業結合を容易に適用し、
持分プーリング法で処理する余地を与えてしまう。
　一方、共通支配下の企業結合に該当する企業結合には、パーチェス法が適用されるケース
も見られているのである。それは、先行研究のサーベイで示しているように、持分プーリン
グ法の適用と、企業結合が結合当事者の意思によって決まるか否か、そして結合の対価が公
正価値で算定できるか否かと結び付け、持分プーリング法と共通支配下の企業結合との関係
を断ち切って、CAS20から逸脱したやり方だと考えられる。そのため、本来、合理性が備わっ
ている CAS20 の取扱いがゆがめられることになる。
　このような状況のなか、CAS20 では、どのような理論上の整備を行うべきであるかにつ
いて、以下の三点の課題が残されている。第 1 に、中国のように、中央政府から地方政府ま
での各々レベルにおける大量の国有企業の間に、どのような資本構成、支配関係が存在する
か、いかなる立場に立って最終的な支配者である親会社を判断すべきであるか。次に、中国
の一国の状況にとどまらず、他の国々における企業結合の状況も含めて、企業結合をいかな
る視点でとらえて分類すべきであるか。最後に、その分類に応じて、いかなる会計処理が行
われるべきであるか、これらの論点を今後の課題として引き続き検討を行っていきたい。
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